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アンケート調査結果要約 －今夏の節電対策の取組と経営への影響－
2011年11月30日

日本商工会議所 副会頭 大橋 忠晴

東京電力・東北電力管内の商工会議所会員企業を対象とした調査(期間：9/30～10/7)より

生産・営業を抑制 １３．１％

給与・人員を削減 ２５．４％

設備投資・研究開発の抑制 ２０．８％

海外移転を検討 １０．８％

4.電力料金上昇への懸念

○電力料金上昇について全業種78.1％、製造業83.7％が影響を懸念

設備更新・補修等 ３２．２％
自家発の燃料等 １３．６％
人件費・光熱費等 ５４．２％
その他 ３２．２％

◇既に十分節電している。これ以上の節電は無理であり、製造ラインを一部停止
（シリコンゴム製造）

◇電気動力の機器の代替に軽油動力の機器をレンタルした。燃料費、レンタル費とも
全く無駄な出費 （鍛造）

◇取引先が土日操業。他業界の受注もあり、木金休めず、従業員に無理をお願いした。
人件費・電気代も増加 （機器製造）

◇地元製造大手の製造拠点が海外に転出。外資系も撤退検討。電力不足はリスクだけ
で影響大 （製造）

◇産業、国民生活が電気に依存している以上、電力安定供給は国の基本 （部品製造）

5.中小企業の声

○生産抑制、労働強化、コスト増などの弊害も大きかった
○電力制約継続、電気料金上昇への先行き懸念も強い

◇電力料金上昇の影響の有無

◇電力料金上昇の影響の内容（製造業、複数回答）

○「影響あり」とする製造業のうち、92.3％が「販売価格に転嫁できないため利益が
減少する」と回答

3.節電対策のコスト

○全体の30.1%、製造業の40.7%でコスト増が発生。大口需要家では53.0％にのぼる
○製造業では半数以上で人件費・光熱費が増加

◇契約種別毎の「コスト増発生」の割合 ◇「コスト増発生」回答の要因内訳
（製造業、複数回答）

2.今夏に行った節電対策(製造業)

○製造業では13.1％が生産抑制で対応
○労働強化（労働負荷up）の傾向も顕著（操業時間変更31.7％、土日操業26.9％）

1.今夏の最大電力（kW）削減状況（８月対前年比）

○会員企業の48.0％が15％以上削減を達成
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録したケース等も含む。大口需
要家では９７％が「電力使用制
限令」に対応。



2011.11.30 メモ 

                         金子勝（慶應義塾大学） 

 

１．核燃料サイクルコストに関して 

 2011 年 11 月 10 日付け原子力委員会の「核燃料サイクルコスト、事故リスクコストの試

算について（見解）」について強く抗議いたします。前回の本委員会における議論が十分

に反映しておらず、この内容について、多くの国民の納得が得られるとは考えられません。 

① 先回の委員会において、モデルプラントを使用したシミュレーションによるコスト計算

には大きな問題点があると指摘しました。何より現行の核燃料サイクル政策が失敗して

いる事実が何ら反映されていないからです。 

② 現状では、六カ所村の再処理施設は度重なる放射能漏れや事故によって、事実上機能し

ておりません。またイギリスのセラフィールドの再処理工場も止めました。 

③ 核燃料サイクルが失敗した結果、原発敷地内および建屋内に使用済み核燃料が非常に多

量に貯蔵されています。今回は、その一部が爆発を引き起こしたのです。現在の状況は

極めて危険な状態を放置しているのと同じです。どうみても、原子力委員会が東京電力

福島第 1 原発事故に対して深刻な反省をしているとは考えられません。 

④ もんじゅを含め高速増殖炉は、15 年ぶりに再開しましたが、たちまち事故によって停

止してしまいました。同様の事故は欧米や旧ソ連の高速増殖実験炉でも起こっており、

これらの国々は 1990 年代終盤までに、高速増殖炉計画からつぎつぎと離脱していきま

した。これまで巨額の税金が投入されてきたにもかかわらず、成功する見込みもたって

いません。 

⑤ 再処理も高速増殖炉も成功する見込みが立たない状況下で、成功を前提としたシミュレ

ーションという手法を使うのは間違っています。この点に関して、どうして失敗してき

たのか、どのようにして成功する見込みがあるのか、問題点も見込みも指摘がないのは

国民に対して極めて不誠実です。少なくとも、核燃料サイクルについて過去の失敗のコ

ストを提示し、それが含まれていないことを明示すべきです。 

 

２．再びシミュレーションによるコスト計算について 

①．原発の設置許可・受け渡し報告・運転発電許可の申請書が電力会社から経済産業省に

対して提出されており、申請書には各炉の理論上の発電単価が記述されているはずです。

それに基づいて稼働率や送配電ロスなどを踏まえた実際のコストを提示すべきです。電

力料金制度が総括原価主義を前提にされている以上、それが消費者の負っている電力料

金の基礎となっています。それが実際のコストです。 

②「見解」は、他の電力との比較が可能でないという理由を挙げています。 

各種世論調査によれば、7～8 割の国民が再生可能エネルギーを促進すべきと答えていま



す。そして再生可能エネルギー特別措置法が成立し、固定価格買取制度が発足します。

現在、多くの国民がエネルギーを選択する際に必要とされる情報は、シミュレーション

による原発のコストではなく、実際に負担しなければならない原発の発電単価と再生可

能エネルギーの買取価格との差です。税金を使って作業をしているのなら、少なくとも、

国民に対して、実績値に基づいた原発コストを提示するべきです。 

 

３．損害賠償費用の見積もりについて 

① 東京電力に関する経営・財務調査委員会報告書を参考として損害賠償費用を 5 兆円と算

出していますが、どうみても過小です。たとえば、日本経済研究センターでさえ、10

年間で 6～20 兆円と見積もっています（2011 年 6 月 1 日付新聞各紙参照）。これには除

染費用は含まれておりません。とくに原発周辺地域で除染が不可能な地域の場合、住民

が新たな生活を確保するために新しい町を作る費用が発生します。その費用が入ってい

ないことも問題です。 

② 廃炉コストは非常に過小評価されています。廃炉に 30 年以上かかり、メルトダウンし

た燃料の取り出しにどれだけかかるかわかりません。どのような技術を基礎にして費用

を出したのか、明らかにしてほしいと思います。 

③ 事故率を過小評価する考え方は、これからの安全投資を無視していると書かれています。

これは、これまで流布されてきた原発の「安全神話」と同じ論理です。再稼働の手続き

を見ても、ストレステストを「仲間うち」で行い、原発に批判的な人々（あるいは利害

のない人々）は排除されています。多くの国民は、まず核燃料サイクル政策ありき、再

稼働ありき、といった議論の進行を見ていると、ますます懸念を抱くでしょう。危機管

理の原則からいえば、厳しい数字で臨むのが本来の筋です。 

④「見解」では、「損害保険料が将来リスク対応費用に該当するのではないかとの指摘がな

されています。 しかしながら、原子力事故のように大数の法則に乗らない『極めて稀な

事象で巨大な損害』をもたらす対象に対しては、実社会において損害保険は成立してい

ない」との指摘があります。しかし、この記述は次の点で問題があります。 

１）スリーマイル事故、チェルノブイリ事故は被害が甚大で大きなコストのかかる重大

事故でしたが、東京電力福島第 1 原発事故はそれに劣らないものです。40 年以内に３つ

の過酷事故があったのを「極めて稀な」という一言ですますのは、ほとんど説得力はあ

りません。民間の損害保険会社が損害保険を提供できないのなら、それほど危険だとい

うことになります。したがって、原子力発電は将来起こりうるリスクを考えるなら、で

きるだけ早期に廃止すべきとの結論が導かれるはずです。現に、多くの先進諸国は、脱

原発に向かったり新規建設ができなくなったりしています。 

２）あるいは民間保険でカバーできないのなら、論理的には、少なくとも、これまで賠

償保険で大幅に免責を与えて、民間会社任せにしたことに問題があるということになり



ます。電力会社の国有化、ないし国が株式を所有して原発に関する経営方針への関与を

強めるべきであったということになります。今後も電力会社に原発の運用を任せ続ける

かぎり、事故を引き起こす可能性を否定できない以上、民間保険が成り立たないという

ことは、民間企業の電力会社に事故対応費用や賠償費用を賄う能力がないことを示して

います。 

⑤そもそも、福島第一原子力発電所で発生した事故について、地震・津波から当該プラン

トが具体的にどのような影響を受け、どのような過程を経て破壊・爆発に至ったのか、

政府の事故調査委員会による調査に基づいて議論をしないうちに、事故リスクのコスト

を計算することに無理があります。他の原発への安全投資の具体的な内容を決定する前

になされなければならない最も重要な作業が抜け落ちております。仮にこういう段階で

あっても、事故リスクのコストを出さなければならないとすれば、常に最悪の事態を想

定して計算するのが当然です。このコスト計算が再稼働の前提になるのなら、なおさら

です。 

たしかに、事故調査委員会の調査結果を受けて事故リスクのコストを計算する本来の

手続きをとった場合、順次定期点検で停止する原発の再稼動の時期が遅れることも考え

られます。その場合、各電力会社の経営状況が悪化するならば、国が電力会社の運転資

金を融通する手段を講ずるべきでしょう。この穴埋めコストもまた「安全投資」の重要

な一部とみなすのが本来の筋ではないでしょうか。これらは巨大技術の安全運用には必

要不可欠な手続なのではないかと考えます。 


